
処置についての知識を伝え，その後，傷病者を女子児童と想定し，訓練用人形の胸部に下着と見立

てた布を巻き，実践訓練を行った。研修の最後に，血液媒介感染や心理的負担等の救命処置後の心

身への影響等を説明し，研修終了後，本研修の印象や感想について質問紙調査を行った。 

 本研修の印象や感想について、すべての参加者が「大変満足」「満足」と回答し，「研修内容につ

いて，知識・理解が深まった」「自分の役割意識が高まった」「教員間での共通理解が進んだ」と感

じていた。また，本調査は対象者が少なく，研修直後の調査であることから単純な比較はできない

が，参加者の救命処置に対する不安感は，本研究で挙げられた不安感と比較し，「正しくできるか

どうか」「やり方を間違えて症状を悪化させないか」「失敗して責任を問われないか」の項目におい

て不安感が減少した。講義において，救命処置に関する知識を得たことや，自身の行動の意味を理

解した上で実践訓練を行ったことが不安感の軽減に繋がったと考えられる。なかには，「過去の救

命処置の経験を責めていたため，ストレスに言及してもらえてよかった」との感想も挙げられた。

このことから，正しい知識を伝えること及び救命処置後に起こり得る可能性について言及すること

は，心理的負担軽減の対策として有効であったと言える。 

しかし，今後の救命処置について「不安がある」と回答した者は，15名（83.3％）であり，本研

修を通して救命処置に対する不安感を大きく軽減することはできなかった。その理由として，血液

媒介感染や心理的負担が想定されること等，救命処置についてより深く理解したことが要因の一つ

と考えられる。そのため，今後は，本研修で不安に感じた要因を重点的に取り上げ，正しい知識や

新しい知見を伝えることで救命処置に対する不安を軽減していくことが必要である。また，不安が

ある者のなかには，「今後は，年に１度だけでなくさらに講習回数を増やしたい」と考える者がい

たことから，不安感は減少しなかったものの，本研修が救命意欲の向上に繋がったと言える。 

 

６．結論 

本研究では，学校管理下での救命処置の実態とその後の心理的負担を調査し、校内研修のより良

い在り方を検討することを目的とした。なかでも，学校管理下における教員の救命処置実施の現況

に関する調査はこれまで行われておらず，新しい知見といえる。本研究より，学校管理下での救命

処置を行った者に心理的負担がかかることが明らかとなったことから，心理的負担軽減のために

は，定期的な講習参加及び，救命処置後のフォローアップが欠かせない。そして，校内研修の実践

より，研修は，正しい知識を伝えること，救命処置実施後に起こり得る可能性を伝えることが，心

理的負担軽減に繋がると考える。そのため，研修は，救命処置実施時・救命処置実施後の２つの視

点を踏まえ，行われることが大切である。 

以上を踏まえ，救命処置実施に伴う心理的負担軽減の対策は，傷病者の命を救い，傷病者を救助

した者の心身を助けることにも繋がるため，広く普及していくことが不可欠である。 
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１．研究背景 

不登校児童生徒は、増加している１）。不登校児童生徒が社会的自立や学校復帰に向かうよう、児

童生徒自身を見守りつつ、不登校のきっかけや不登校の継続理由に応じて、学校が組織的に適切な

支援を行う必要がある 2）。 

養護教諭は多様な職務を担い、保健室は全ての児童生徒が来室しやすい場所であることが求めら

れている 3）。特に、教室に登校できない児童生徒を受け入れる「保健室登校」の機能が重要視され

ているが、その意義と一人職である養護教諭への負担や他の職員との役割分担や連携の課題も存在

する 3－5）。 

 

２．研究目的 

１）不登校という事象に対し「初期対応をどのようにすべきなのか」「関係者のどのような関わり

が効果的であるのか」を明確にすること。 

２）関係者の対応を可視化し、学校組織として情報共有が可能な、初期対応における管理職・生徒 

指導主事・担任・養護教諭が記入する書式を整備した支援パスシートを作成すること。 

 

３．研究方法 

１）研究対象 

I県内同一校の学級担任８名、校長・教頭・教務主任・生徒指導主事各 1名 

I県内養護教諭２名 

２）調査方法 

（１）予備調査 

  不登校事例に関わった担任・教頭・担任外教員５名へのヒアリング調査 

（２）「不登校」に関するインタビュー調査 

 半構造化面接技法を採用し、以下の項目について質問をした。 

① 「不登校」についての考え 

② 現在の立場から不登校対策についてどう考えるか 

③ 不登校対応の経験について 

④ 保健室登校についてどう考えているか 

⑤ 教室復帰に向けての働きかけとして必要なこととは何か 
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取得した対応状況についてのデータの分析としては、コミュニケーション分析における代表

的実証研究の方法である「内容分析」の手法を応用した 6）。分析ソフトとしてユーザーローカ

ルテキストマイニングツール（ https://textmining.userlocal.jp/ ）7）を使用した。 

３）倫理的配慮 

  「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に準拠した。 

 

４．結果 

１）学級担任・管理職・担任外教員へのヒアリング調査の結果 

（１）不登校解消児童の特徴 

① 「いやだ」「苦手」の言語表出ができる。児童がネガティブな感情を表出してもよいと思 

える教職員との関係づくりができていること。 

  ② 担任やその他の教職員との関係が良好であること。 

  ③ 児童自身が、予定を決めて伝えることができていること。 

  ④ 保護者と学校との連絡がとれること。 

（２）不登校解消事例における学校対応の特徴として、以下の４点が共通していた。 

  ① 担任が良好な関係を保つための努力をしている。欠席が続いても学校行事や学習状況の 

   伝達をしていること。 

  ② 担任以外の教職員も対応できていること。 

  ③ 管理職の児童や保護者への直接的な介入があること。 

  ④ 切れ目なく学校と保護者が連絡を取ることができていること。 

２）「不登校」に関するインタビュー調査の結果 

（１）役職を越えた共通する意識 

① 不登校の理解 

不登校の原因は、多様であり明確ではない。登校を無理強いすることについては、否定的で 

  あるが、登校して欲しい。学校は、学習の場としての役割だけでなく、子どもの社会性を養う 

  ことや家族以外の信頼できる大人とのかかわりの場としての役割も果たしている。原因を特定 

し解決することが重要だが、言葉にできない子どもたちに対しての対応をしていた。安心・安 

全なクラスづくり・学校づくりを重要視しており、クラス・学校全体の雰囲気が不登校対策や 

不登校解消には影響している。具体的には、登校していない子の存在を意識した学級経営とし 

て休んでいる子の机に物を置かないことや当番活動での名札の順番をぬかさないことなどであ 

る。不登校児童生徒の所属を確保することが大切である。 

② 連携の重要性 

校内連携としては、学級担任から報告や相談を管理職や生徒指導主事が受ける時期が早いほ 

うが良い。養護教諭も気づいた時点で担任と相談し、生徒指導主事・管理職等へ報告していた。

しかし、情報を共有する時間を設けることに困難さを感じていた。また、家庭との連携も必要

であり、連続した（３日以上の）欠席が続いている時点で、電話による家庭連絡を必ず実施し

ていた。電話連絡が取れない場合には、家庭訪問をして安否確認をしているが、担任一人で役

目を担うことに負担も感じていた。子どもの欠席が増えてくると保護者も不安を訴えることが
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取得した対応状況についてのデータの分析としては、コミュニケーション分析における代表

的実証研究の方法である「内容分析」の手法を応用した 6）。分析ソフトとしてユーザーローカ

ルテキストマイニングツール（ https://textmining.userlocal.jp/ ）7）を使用した。 

３）倫理的配慮 

  「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に準拠した。 

 

４．結果 

１）学級担任・管理職・担任外教員へのヒアリング調査の結果 

（１）不登校解消児童の特徴 

① 「いやだ」「苦手」の言語表出ができる。児童がネガティブな感情を表出してもよいと思 

える教職員との関係づくりができていること。 

  ② 担任やその他の教職員との関係が良好であること。 

  ③ 児童自身が、予定を決めて伝えることができていること。 

  ④ 保護者と学校との連絡がとれること。 

（２）不登校解消事例における学校対応の特徴として、以下の４点が共通していた。 

  ① 担任が良好な関係を保つための努力をしている。欠席が続いても学校行事や学習状況の 

   伝達をしていること。 

  ② 担任以外の教職員も対応できていること。 

  ③ 管理職の児童や保護者への直接的な介入があること。 

  ④ 切れ目なく学校と保護者が連絡を取ることができていること。 

２）「不登校」に関するインタビュー調査の結果 

（１）役職を越えた共通する意識 

① 不登校の理解 

不登校の原因は、多様であり明確ではない。登校を無理強いすることについては、否定的で 

  あるが、登校して欲しい。学校は、学習の場としての役割だけでなく、子どもの社会性を養う 

  ことや家族以外の信頼できる大人とのかかわりの場としての役割も果たしている。原因を特定 

し解決することが重要だが、言葉にできない子どもたちに対しての対応をしていた。安心・安 

全なクラスづくり・学校づくりを重要視しており、クラス・学校全体の雰囲気が不登校対策や 

不登校解消には影響している。具体的には、登校していない子の存在を意識した学級経営とし 

て休んでいる子の机に物を置かないことや当番活動での名札の順番をぬかさないことなどであ 

る。不登校児童生徒の所属を確保することが大切である。 

② 連携の重要性 

校内連携としては、学級担任から報告や相談を管理職や生徒指導主事が受ける時期が早いほ 

うが良い。養護教諭も気づいた時点で担任と相談し、生徒指導主事・管理職等へ報告していた。

しかし、情報を共有する時間を設けることに困難さを感じていた。また、家庭との連携も必要

であり、連続した（３日以上の）欠席が続いている時点で、電話による家庭連絡を必ず実施し

ていた。電話連絡が取れない場合には、家庭訪問をして安否確認をしているが、担任一人で役

目を担うことに負担も感じていた。子どもの欠席が増えてくると保護者も不安を訴えることが

 

 

増え、教職員は、保護者との信頼関係を築いた上で子ども自身の気持ちに寄り添う支援をする

ことが必要だと感じていた。 

 保護者の相談については、スクールカウンセラーの案内のほか該当する子どもを含めた家庭 

全体の相談のできる場として子ども家庭センターや福祉課などの外部機関を紹介・案内してい 

た。子どもとの会話ができる状態であれば、登校刺激をするような言葉ではなく、お互いを知 

るための会話をしながら、徐々に登校に向けての会話や学習支援をしていた。連絡の取れない 

家庭への支援は、児童相談所や子ども家庭センター、警察との連携も必要と考えていた。医療 

機関を受診している場合は、治療方針や内服状況の把握を行い、診療情報の提供を受けたり、 

学校での状況を伝達したり、受診同行などをすることによって連携していた。 

③ 対応について 

 原因がわからない状態で不登校への対応を開始していることが多かった。「何をすればよ 

いかわからない」不安はあるが、家庭との連絡は必ず取っていた。その中で家庭の意向を知 

り、不登校となっている子どもの状態を把握しながら、担任は安心安全なクラス運営をしてい 

くことを大切にしていた。欠席が続いた時点からの学習の進度を把握し、配付物の把握や学校 

行事の予定を知らせることなどはどの子どもに対しても必要な内容であり、学習の場の提供や 

学習開始の時期については、安定した関係づくりができてからと考えていた。 

 保健室登校については、養護教諭の負担への懸念もあるが、肯定的な意見が多く「保健室登 

校をすることによって、子どもが強くなった印象がある。（子どもにとって）必要な時間だっ 

た。」との言葉もあった。 

３）不登校支援シートの作成 

（１）不登校の経過による児童の傾向と対応目標の設定と役割 

調査によって明らかになった具体的な対応を反映

させて、医療現場で活用されているクリニカルパス

8）を参考に不登校支援パスシートを４段階 9）で記入

されるよう作成した。 

第１段階（表１）では、日常的な観察の中での情

報共有の方法を明確にした。第２段階以降は、具体

的な児童の傾向と対応目標を記載し、学校教育法施

行令第 20条の規定に基づき、週に 1回は対応を振り

返るための記入欄を設けた。（表２） 

表１ 不登校支援パスシート（第１段階） 

 

表２ 不登校支援パスシート段階別経過表 
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５．考察 

１）不登校対応について 

 不登校児は「不安回避の欲求」によって学校を避けるが、この行為は「所属の欲求」も同時に失 

わせることに注意が必要である 10）。役職を越えた共通する意識として、無理強いする登校刺激は否 

定されていた。しかし、学校からの連絡やおたよりは不登校児にとって所属感を意識できる要素と 

なる。ICTや交換ノートを活用した交流が可能である。教室復帰に向けて、担任は、学級内の子ど 

もたちに休んでいる子の存在を感じられるような学級経営が必要である。 

２)「不登校支援パスシート」の活用について 

 校長のリーダーシップの下、支援体制を整えることが必要である 2）。「不登校支援パスシート」を 

活用し、対応した教職員が情報を記入し Google スプレッドシートで共有することで、管理職や生 

徒指導主事への報告や確認が容易になり、情報追加や質問も可能になると考える。不登校支援パス 

シートの作成が年度途中であったため、実際の活用ができなかった。今後、勤務校や他の学校にお 

ける汎用性も検討する必要性がある。活用の際には、学校の規模や教育資源を考慮して年度当初に 

提示され、共有管理していくことが必要である。記入の時間確保については、学校教育法施行令第 

20条の規定を全職員で周知していくことが大切である。 

３）保健室登校について 

担任からは「保健室登校をしたことによって、子どもが強くなった印象がある」「必要な時間だっ 

た」との意見があり、保健室登校が子どもにとって有意義であることが示された。保健室登校をし

ている子どもに対して、相性の良い子どもとの交流を意図的に促すことが望ましく、保健室は緊急

避難的な空間としてだけでなく、対人関係を築く能力を育成する教育的な場でもあるとされている

11）。「保健室登校」の受け入れを考慮した保健室経営計画を立案し、養護教諭が中心となって対応す

ることが重要である４）が、養護教諭が一人職であることや保健室利用者数の増加や不登校児童生徒

の増加２）を考慮すると「保健室」以外にも「養護教諭」以外が対応できる場や人が確保でき、選択

肢の一つとして「保健室登校」があることが理想的である。 

 

まとめ 

１ 学校には、学習のみならず、社会性を養う場としての役割があると考えられている。 

２ 不登校の原因が明確であれば解決することは重要であるが、まずは校内連携・家庭との連携を

していくことが必要である。 

３ 不登校支援パスシートを活用することにより、各役職・校務分掌による役割が可視化され、初

期対応が円滑になり、対応する教職員の不安軽減にもつながることが示唆される。 
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